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証券コード 8051

第71回
定時株主総会
招集ご通知

開催日時

平成 29 年 6 月 28 日（ 水曜日 ）
午前 10 時（ 開場：午前 ９ 時 ）

開催場所

大阪市西区立売堀二丁目３番16号
当社本社ビル ７階会議室
末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。

決議事項

第１号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)10名選任の件
第２号議案　故取締役会長　吉居　亨氏に対する特別功労金贈呈の件

目 次 P.   1 第71回定時株主総会招集ご通知
P.   4 株主総会参考書類
P.   9 事業報告
P. 28 連結計算書類
P. 31 計算書類
P. 34 監査報告

書面による議決権行使の場合
行使
期限

平成29年６月27日（火曜日）
午後５時30分到着分まで

インターネットによる議決権行使の場合
行使
期限

平成29年６月27日（火曜日）
午後５時30分受付分まで

表紙
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株 主 各 位 証券コード：8051
平成29年６月2日

大阪市西区立売堀二丁目３番16号

代表取締役社長 長 尾 雄 次

第71回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第71回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットの方法により、議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、２頁から３頁の記載に
従い、平成29年６月27日（火曜日）午後５時30分までに議決権をご行使いただきますようお願い申
し上げます。

敬　具
記

１．日　　時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時
２．場　　所 大阪市西区立売堀二丁目３番16号

当社本社ビル ７階会議室（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。）
３．目的事項 報告事項 １．第71期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並

びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第71期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
第２号議案　故取締役会長　吉居　亨氏に対する特別功労金贈呈の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源

節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
　（http://www.yamazen.co.jp/）に掲載させていただきます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当

社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.yamazen.co.jp/）に掲載しておりますので、
本招集ご通知添付書類には記載しておりません。

　従いまして、会計監査人及び監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知添付書類の各書類のほか、当社
ウェブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表となります。

1

狭義招集
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議決権行使のご案内
株主総会にご出席いただく場合

開催日時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、第71回定時株主総会招集ご通知（本書）をご持参ください。

書面による議決権行使の場合

行使期限 平成29年６月27日（火曜日）午後５時30分 まで

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、行使期限までに到着するようご返信くだ
さい。

インターネットによる議決権行使の場合

行使期限 平成29年６月27日（火曜日）午後５時30分 まで

当社の指定する議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com）にアクセスしていただき、議決権
をご行使ください。詳しくは次頁をご覧ください。

2

議決権行使のご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内
パソコン・スマートフォンから当社の指定する「議決権行使ウェブサイト」にアクセスしていただき、画
面の案内に従ってご入力ください。

議決権行使ウェブサイト

  http://www.it-soukai.com
※バーコード読取機能を搭載したスマートフォンをご利用の場合は、「QRコード®」を利用して

アクセスすることも可能です。（「QRコード®」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

※インターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合もございます。

※インターネット接続に係る費用は、株主様のご負担となります。

議決権行使手順
①議決権行使ウェブサイトへアクセス

「次へすすむ」をクリック 議決権行使書用紙に記載の「議決権行
使コード」を入力し「次へ」をクリッ
ク

初回ログイン時は、パスワード変更画
面に遷移いたします。
議決権行使書用紙に記載の「パスワー
ド」を入力し、株主様がご使用になる
パスワードに変更してください。

以降は画面の案内に従ってご入力ください。

③パスワード変更②ログイン

ご注意事項
○書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を

有効といたします。
○インターネットにより複数回議決権を行使された場合は、最後の行使を有効といたします。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ先

0120-768-524 みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル
受付時間:午前９時〜午後９時(土曜日・日曜日・祝祭日を除く)

3

議決権行使のご案内
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株 主 総 会 参 考 書 類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同
じ。）全員（８名）の任期が満了いたします。また、取締役吉居亨氏は、平成29年１月13日に
逝去されました。経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役10名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について監査等委員会において検討がなされた結果、異論はございませんでした。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏 名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する
当社株式の数

１
再任

な か

中
た

田
 

　
めぐる

繞
(昭和21年６月17日生)

昭和44年 3月 当社入社
平成15年 4月 当社執行役員九州支社長
平成19年 4月 当社上席執行役員
平成21年 4月 当社上席執行役員工具統括部長
平成21年 6月 当社取締役上席執行役員
平成23年 4月 当社常務取締役上席執行役員機工事業部長兼

マーケティング統括部長
平成24年 6月 当社専務取締役上席執行役員
平成25年 4月 当社取締役副社長生産財事業担当
平成26年 4月 当社代表取締役副社長
平成26年10月 当社代表取締役社長
平成28年 4月 当社代表取締役社長社長執行役員
平成29年 4月 当社取締役会長（現任）

41,400株

4

取締役選任議案
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候補者番号 氏 名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する
当社株式の数

２
再任

な が

長
お

尾
ゆ う

雄
じ

次
(昭和29年12月25日生)

昭和52年 4月 当社入社
平成23年 4月 当社執行役員住設建材統括部副統括部長
平成24年 4月 当社執行役員住建事業部副事業部長兼東日本統括長
平成25年 4月 当社上席執行役員住建事業部長兼西日本統括長
平成26年 4月 当社上席執行役員住建事業部長
平成26年 6月 当社取締役上席執行役員
平成27年 4月 当社常務取締役上席執行役員
平成28年 4月 当社取締役専務執行役員生産財統括
平成29年 4月 当社代表取締役社長社長執行役員（現任）

17,100株

３
再任

か け

掛
が わ

川
た か

隆
し

司
(昭和23年６月22日生)

昭和47年 4月 当社入社
平成16年 4月 当社執行役員財務部長
平成20年 4月 当社上席執行役員管理本部副本部長
平成21年 4月 当社上席執行役員管理本部長
平成21年 6月 当社取締役上席執行役員
平成24年 6月 当社常務取締役上席執行役員
平成26年 4月 当社専務取締役上席執行役員
平成28年 4月 当社取締役副社長執行役員
平成29年 4月 当社代表取締役副社長執行役員（現任）

39,200株

４
再任

あ

麻
そ う

生
た

太
い ち

一
(昭和26年２月２日生)

昭和48年 4月 当社入社
平成16年 4月 当社執行役員家庭機器営業本部長兼営業統括部長
平成21年 4月 当社上席執行役員
平成24年 4月 当社上席執行役員家庭機器事業部長
平成24年 6月 当社取締役上席執行役員
平成27年 4月 当社常務取締役上席執行役員
平成28年 4月 当社取締役常務執行役員
平成29年 4月 当社取締役専務執行役員（現任）

16,400株

5

取締役選任議案
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候補者番号 氏 名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する
当社株式の数

５
再任

の

野
う み

海
と し

敏
や す

安
(昭和26年４月10日生)

昭和45年 3月 当社入社
平成23年 4月 当社執行役員機工事業部工具統括部副統括部長兼

東日本営業本部工具部長
平成24年 4月 当社執行役員機工事業部東日本統括長
平成24年 7月 当社執行役員東日本営業本部副本部長兼

機工事業部東日本統括長
平成25年 4月 当社上席執行役員
平成26年 4月 当社上席執行役員機工事業部長
平成27年 6月 当社取締役上席執行役員
平成28年 4月 当社取締役常務執行役員生産財副統括兼

機工事業部長
平成29年 4月 当社取締役専務執行役員生産財統括兼

機工事業部長（現任）

15,500株

６
新任

え

江
ば た

端
か ず

和
お

夫
(昭和27年12月22日生)

昭和46年 2月 当社入社
平成23年 4月 当社執行役員九州支社副支社長兼九州支社住設建材部長
平成24年 4月 当社執行役員九州営業本部副本部長兼

住建事業部九州営業部長
平成25年 4月 当社上席執行役員住建事業部副事業部長兼東日本統括長
平成27年 4月 当社上席執行役員住建事業部副事業部長兼

東日本統括長兼首都圏営業部長
平成27年10月 当社上席執行役員住建事業部副事業部長兼東日本統括長
平成28年 4月 当社執行役員住建事業部長
平成29年 4月 当社上級執行役員（現任）

7,700株

6

取締役選任議案
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候補者番号 氏 名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する
当社株式の数

７
新任

ま つ

松
い

井
 

　
ひとし

平
(昭和28年４月23日生)

昭和52年 4月 当社入社
平成25年 4月 当社執行役員広島営業本部長
平成27年 4月 当社上席執行役員
平成28年 4月 当社執行役員東日本営業本部長
平成29年 4月 当社上級執行役員（現任）

47,500株

８
新任

う え

上
の

野
こ う

孝
し

史
(昭和28年６月26日生)

昭和51年 4月 当社入社
平成24年 4月 当社執行役員管理本部人事部長
平成26年 4月 当社執行役員管理本部副本部長兼人事部長
平成27年 4月 当社上席執行役員
平成28年 4月 当社執行役員管理本部副本部長
平成29年 4月 当社上級執行役員管理本部長（現任）

16,000株

９
新任

さ

佐
さ

々
き

木
 

　
き み

公
 

　
ひ さ

久
(昭和32年１月25日生)

昭和55年 4月 当社入社
平成25年 4月 当社執行役員大阪営業本部副本部長
平成27年 4月 当社上席執行役員
平成28年 4月 当社執行役員
平成29年 4月 当社上級執行役員大阪営業本部長（現任）

16,400株

10
新任

ご う

合
し

志
け ん

健
じ

治
(昭和33年８月23日生)

昭和57年 4月 当社入社
平成25年 4月 当社執行役員機工事業部マーケティング統括部

戦略企画部長
平成26年 4月 当社執行役員機工事業部副事業部長兼

マーケティング統括部長兼戦略企画部長
平成28年 4月 当社執行役員機工事業部副事業部長（国内担当）兼

生産財戦略統括部長兼業務推進部長
平成29年 4月 当社上級執行役員経営企画本部長兼

生産財戦略統括部長（現任）

11,500株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社と中田繞氏とは、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、法令が規定する額に限定する契約を締結し

ております。同氏の再任が承認された場合には、当社は同氏との間の上記契約を継続する予定であります。

7

取締役選任議案
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第２号議案 故取締役会長　吉居　亨氏に対する特別功労金贈呈の件
　平成29年１月13日に逝去されました故取締役会長　吉居　亨氏に対し、在任中の功労に報い
るため、特別功労金として2,640万円を贈呈いたしたく存じます。
　なお、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。
　また、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　故取締役会長　吉居　亨氏の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

よ し

吉
い

居
 

　
とおる

亨

昭和61年12月 当社取締役
平成 3年 4月 当社常務取締役
平成11年 5月 当社専務取締役
平成13年 6月 当社代表取締役副社長
平成15年 4月 当社代表取締役社長
平成26年10月 当社代表取締役会長
平成27年 4月 当社取締役会長
平成29年 1月 逝去

以　上

8

特別功労金贈呈議案



2017/05/22 13:26:23 / 16269212_株式会社山善_招集通知（Ｃ）

(添付書類) 事 業 報 告 (平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況
(1）当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果
当連結会計年度における経済環境は、欧米先進国においては、米国では雇用環境の改善に

より個人消費や住宅投資が引き続き底堅く、企業の設備投資も堅調に推移しました。欧州で
は英国のＥＵ離脱決定等による先行き不透明感が増したものの、ユーロ圏では、雇用環境の
改善が続き、製造業での受注は緩やかながらも増加傾向となりました。また、中国では不動
産投資が過熱する一方で、製造業の設備投資の成長鈍化に歯止めがかからず、ブラジルでも
景気減速傾向が続きましたが、インドでは景気は緩やかに持ち直すなど、新興国においては、
各国で景気の方向感にばらつきのある状況となりました。一方、国内では、「アベノミクス
景気」が戦後３番目の長さとなり、経済対策に伴う公共事業の増加を背景に建設関連が堅調
に推移するなど、企業収益の改善が持続した反面、米国新政権の政策の見極めや英国のＥＵ
離脱問題に端を発する先行き不透明感が拭えず、設備投資には慎重な動きもみられました。
また、個人消費は、雇用や所得は回復傾向にあるものの、台風などの天候不順により、全体
としては弱含みで推移しました。

当社グループを取り巻く事業環境は、国内生産財分野では、政府の経済政策の効果は限定
的となりましたが、年度の後半からスマートフォン向けだけでなく、車載や産業機械向けな
ど電子部品・デバイス類の用途の拡大を背景に、半導体出荷額が急増しました。海外生産財
分野では、自動車の新車販売台数が好調に推移した米国の設備投資需要が上向きとなりまし
た。中国では経済の減速により設備投資が低調となりましたが、スマートフォン需要により
ＥＭＳ関連の設備投資は、年度の後半から回復の動きがみられました。国内消費財分野では、
新設住宅着工戸数の増加を背景に、住宅設備関連商品の需要が底堅く推移しました。

このような情勢下、当社グループは、創立70年の節目の年として、新３ヵ年中期経営計画
『ONEXT YAMAZEN 2018（ワンネクスト ヤマゼン 2018）』の方針に基づき、新たな
成長戦略を描き企業価値の一層の向上に取り組んでまいりました。生産財事業では、世界の
マーケットがボーダレス化するなかで、市場のニーズを的確に取り込み、収益力の向上につ
なげるために、国内事業と海外事業を一本化する組織再編を行いました。家庭機器事業では、

9

当事業年度の事業の状況
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多品種・小ロット出荷の機能を強化し、高速物流に対応しながら、物流コスト増の抑制を実
現させるため、当社国内最大の物流拠点「ロジス関東」（群馬県伊勢崎市）を稼働させまし
た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、447,698百万円（前期比0.0％減）となりまし
た。利益面につきましては、営業利益は13,113百万円（同、1.1％減）、経常利益は12,931
百万円（同、4.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は8,518百万円（同、7.3％減）
となりました。

セグメント別の概況は次のとおりであります。
当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前期比較については、

前期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

【生産財関連事業】
国内機械事業では、政府の経済政策の効果は限定的なものとなり、政府支援策を待って投

資を先送りする傾向がみられました。また、世界の政治・経済の先行き不透明感を背景に、
特に中小規模のユーザーでは設備投資に慎重になる傾向が目立ち、工作機械の販売は前期に
比べ減少しました。

国内機工事業では、年度の前半は円高の進行に加えて、中国経済の停滞への懸念から販売
が伸び悩みましたが、後半からはアジアでの需要回復や半導体関連の需要が伸長したことか
ら、工作機器、測定機器、また補要工具や切削工具等の出荷が緩やかながらも上向きに推移
し、とりわけ鉄骨・鍛圧機器は前期を大きく上回る受注となりました。

海外においては、米国市場は、航空機関連産業や自動車関連産業向けの受注が堅調に推移
しました。中国市場においては、年度の後半からＥＭＳ向け工作機械の需要が伸長したもの
の、景気の減速が続いたことから全体的には大きく落ち込みました。ＡＳＥＡＮ市場におい
ては、タイ、インドネシアは横ばいで推移しましたが、フィリピンやベトナムでは日系企業
等からの受注増により好調に推移しました。その結果、生産財関連事業の売上高は
302,187百万円（前期比1.9％減）となりました。

10

当事業年度の事業の状況
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【消費財関連事業】
〔住建事業〕

リフォーム・リノベーション市場が低調となりましたが、堅調な新設住宅着工戸数の推移
を背景に、浴室機器や衛生機器等の水廻り商品の販売が増加しました。また、太陽光発電シ
ステムの販売は減少しましたが、空調機器を中心とした省エネ機器更新の提案受注を強化し
た結果、住建事業部の売上高は58,171百万円（前期比3.1％増）となりました。

〔家庭機器事業〕
夏物季節商品（扇風機・レジャー用品）の出荷は年度の初めは好調に推移したものの、そ

の後の首都圏での台風などの天候不順の影響で、厳しい商戦となりました。冬物季節商品
（暖房機器等）も暖冬の影響で出荷の伸びに勢いを欠きましたが、家事家電や健康機器等で
の新商品の投入効果、また販路の拡大等により、全体を押し上げました。その結果、家庭機
器事業部の売上高は79,151百万円（前期比5.3％増）となりました。

【企業集団の部門別売上高】
期　別

部　門
前　期 （平成28年３月期） 当　期 （平成29年３月期）

金　額（百万円） 構成比（％） 金　額（百万円） 構成比（％）

生
産
財

機 械 事 業 部 （ 国 内 ） 81,746 18.2 80,121 17.9
機 械 事 業 部 （ 海 外 ） 60,291 13.5 53,129 11.9

機械事業部　計 142,037 31.7 133,250 29.8
機 工 事 業 部 （ 国 内 ） 129,456 28.9 133,358 29.8
機 工 事 業 部 （ 海 外 ） 19,108 4.3 17,580 3.9

機工事業部　計 148,564 33.2 150,938 33.7
システムエンジニアリング部 17,515 3.9 17,997 4.0
　　　　計 308,117 68.8 302,187 67.5

消
費
財

住 建 事 業 部 56,419 12.6 58,171 13.0
家 庭 機 器 事 業 部 75,169 16.8 79,151 17.7

　　　　計 131,589 29.4 137,323 30.7
そ　　　の　　　他 8,067 1.8 8,188 1.8
合　　　　　　　計 447,774 100.0 447,698 100.0

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
11
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②設備投資の状況
　該当事項はありません。
③資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。
④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。
⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。
⑥吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　連結子会社であったYamazen（Thailand）Co.,Ltd.及びYamazen Thai Engineering 
Co.,Ltd.並びに非連結子会社であったCincom Miyano Asia Sales Co.,Ltd.及び
Yamazen Trading(Thailand)Co.,Ltd.の４社を被合併会社とする新設合併により新たに
Yamazen（Thailand）Co.,Ltd.を設立しております。
⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

(2）直前３事業年度の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区 分 第68期
平成26年３月期

第69期
平成27年３月期

第70期
平成28年３月期

第71期（当期）
平成29年３月期

売 上 高 395,249 435,803 447,774 447,698
営 業 利 益 9,562 13,130 13,258 13,113
経 常 利 益 9,838 13,330 13,503 12,931
親会社株主に帰属する当期純利益 5,515 5,851 9,192 8,518
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 58円80銭 62円38銭 98円01銭 90円82銭
総 資 産 179,088 200,301 208,404 219,598
純 資 産 55,906 65,148 67,518 75,712

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。
２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況



2017/05/22 13:26:23 / 16269212_株式会社山善_招集通知（Ｃ）

(3）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の出資比率 事業内容

Yamazen,Inc. 800万ＵＳドル 100.0％ 北米地域における主として当社取扱商
品の販売

Yamazen （Singapore） Pte.Ltd. 500万ＳＰドル 100.0％ シンガポール及び周辺地域における主
として当社取扱商品の販売

Yamazen （Thailand） Co.,Ltd. 11,800万バーツ 100.0％ タイ及び周辺地域における主として当
社取扱商品の販売

Yamazen Co.,Ltd. 3,000万ＮＴドル 100.0％ 台湾及び周辺地域における主として当
社取扱商品の販売

Souzen Trading（Shenzhen）Co.,Ltd. 250万ＵＳドル 100.0％ 中国における主として当社取扱商品の
台湾系企業への販売

Yamazen（Shanghai）Trading Co.,Ltd. 150万ＵＳドル 100.0％ 中国（華東、華北）における主として
当社取扱商品の販売

Yamazen（Shenzhen）Trading Co.,Ltd. 200万ＵＳドル 100.0％ 中国（華南）における主として当社取
扱商品の販売

ヤマゼンクリエイト株式会社 100百万円 100.0％ イベント企画・生活関連用品の販売等
ヤマゼンロジスティクス株式会社 80百万円 100.0％ 倉庫・保管業

（注）１．Souzen Trading（Shenzhen）Co.,Ltd.における当社の出資比率は、間接保有もあわせて算出しております。
２．Yamazen （Thailand） Co.,Ltd.は、平成28年４月１日付で連結子会社であったYamazen（Thailand）Co.,Ltd.

及びYamazen Thai Engineering Co.,Ltd.並びに非連結子会社であったCincom Miyano Asia Sales Co.,Ltd.及
びYamazen Trading(Thailand)Co.,Ltd.の４社を被合併会社とする新設合併により新たに設立しております。

(4）対処すべき課題
　当社グループがめざす持続的成長の実現には、専門商社として変化に的確かつ迅速に対応
することが最も重要と認識しております。そのためにも、コア事業単位に営業収益力の一層
の強化を重視しており、中期経営計画『ONEXT YAMAZEN 2018』を推進するプロセスに
おいて対処してまいります。

13
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(5）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

部 門 主 要 取 扱 商 品

生 産 財 関 連 事 業

【機械事業部】
工作機械（マシニングセンタ、ＣＮＣ旋盤、ＣＮＣ研削盤、ＣＮＣフライス盤、放電加
工機、汎用工作機械、射出成形機、レーザー加工機、３Ｄプリンター等）、鍛圧・板金
機械、ＣＡＤ／ＣＡＭ、工作機械周辺機器（産業用ロボット、測定機器、自動化周辺機
器、工作補要機器等）等の販売、輸出入、海外調達・生産工場の海外移転支援及び三国
間取引
【機工事業部】
マテハン（物流機器）、メカトロ（メカトロ機器、ロボット、省力化機器）、環境改善
機器、切削工具、補要工具、作業工具、電動工具、測定・計測機器、流体機器（コンプ
レッサー/塗装機、ポンプ・送風機・流体継手、加熱/冷熱機器、攪拌機/混合機）、産
業機器（溶接/発電機、鍛圧/板金/鋼材加工機、洗浄機、安全・衛生・セキュリティ、
ＢＣＰ関連機器等）、鉄骨加工機械、空調設備機器（空調/冷暖房機器、クリーンルー
ム機器）等の販売、輸出入、海外調達・生産工場の海外移転支援及び三国間取引/工場
生産設備並びにシステムのトータルプランニング及び製品部材調達とその販売

消 費 財 関 連 事 業

【住建事業部】
厨房機器、調理機器、浴室機器、洗面機器、給湯機器、衛生機器、空調・換気関連機
器、太陽光発電、蓄電池、床暖房、管工機材、内装建材、外装建材、介護機器、サッ
シ、エクステリア、建設資材、建設機械、構造躯体、オフィス機器、ホーム機器、ＢＣ
Ｐ関連機器等の販売
【家庭機器事業部】
家電（冷暖房・調理・健康・ＡＶ・照明）、インテリア、レジャー・スポーツ用品、ペ
ット用品、作業工具、エクステリア、園芸用品、住宅設備機器、事務機器、介護用品等
の企画、開発及び販売

14
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(6）主要な営業所（平成29年３月31日現在）

①国内営業拠点
大阪本社（大阪市）
東京本社（東京都港区）
名古屋支社（名古屋市）
九州支社（福岡市）
広島支社（広島市）

②海外営業拠点
営業地域 営業組織の名称 営業組織に属する主要な子会社 所在地

北米 ＵＳＡ営業本部 Yamazen,Inc. 米国
台湾 台湾営業本部 Yamazen Co.,Ltd. 台湾

中国 中国営業本部
Yamazen（Shanghai）Trading Co.,Ltd.

中国
Yamazen（Shenzhen）Trading Co.,Ltd.

アセアン アセアン営業本部 Yamazen （Thailand） Co.,Ltd. タイ

(7）使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況
使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

2,724名 37名増
（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員を含んでおりません。

②当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,555名 56名増 36.5歳 13.0年
（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員を含んでおりません。

15

主要な営業所、使用人の状況
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(8）主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

　該当事項はありません。

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、平成28年６月24日開催の第70回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委
員会設置会社に移行しております。

２．会社の現況
(1）株式の状況（平成29年３月31日現在）

①発行可能株式総数 200,000,000株
②発行済株式の総数 93,840,310株
③株主数 5,034名
④上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
山 善 取 引 先 持 株 会 8,620千株 9.19％
東 京 山 善 取 引 先 持 株 会 5,824千株 6.20％
Ｄ Ｍ Ｇ 森 精 機 株 式 会 社 3,542千株 3.77％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,434千株 3.66％
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,272千株 3.48％
株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,067千株 3.26％
山 善 社 員 投 資 会 2,738千株 2.91％
名 古 屋 山 善 取 引 先 持 株 会 2,357千株 2.51％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,936千株 2.06％
広 島 山 善 取 引 先 持 株 会 1,414千株 1.50％

（注）１．持株比率は自己株式（44,546株）を控除して計算しております。
２．記載株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

(2）新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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(3）会社役員の状況
①取締役の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 役 割 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 中 田 　 繞 最高経営責任者(ＣＥＯ)

代表取締役 山 本 政 美 最高執行責任者(ＣＯＯ)

取締役 掛 川 隆 司 最高財務責任者(ＣＦＯ)、管理本部長

取締役 福 田 　 廣 大阪営業本部長

取締役 長 尾 雄 次 生産財統括

取締役 麻 生 太 一 家庭機器事業部長

取締役 野 海 敏 安 生産財副統括、機工事業部長

取締役 砂 山 　 滋 最高情報責任者(ＣＩＯ)、経営企画本部長

取締役(常勤監査等委員) 松 村 嘉 員

取締役(監査等委員) 加 藤 幸 江 ③イ記載のとおりであります

取締役(監査等委員) 津 田 佳 典 ③イ記載のとおりであります
（注）１．当社は、平成28年６月24日開催の第70回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行して

おります。
２．当事業年度中に辞任した取締役

氏 名 辞 任 日 辞 任 事 由 辞任時の会社における地位、
役割及び重要な兼職の状況

吉 居 　 亨 平成29年１月13日 逝去 取締役会長

３．監査等委員である取締役加藤幸江及び津田佳典は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。なお、当
社は、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．当社は、取締役会以外の重要な会議への継続的な出席による情報収集、内部監査部門等との十分な連携を通じ監査
の実効性を高めることを目的として、常勤の監査等委員を置いております。

５．常勤監査等委員である取締役松村嘉員は、当社の経理部門に平成６年２月から平成26年６月まで在籍し、通算20年
にわたり決算手続並びに財務諸表の作成等に従事し、また、監査等委員である取締役津田佳典は、公認会計士の資
格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

６．当社は、業務執行を行わない取締役と、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としておりま
す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行を行わない取締役が責任の原因となった職務の遂行につ
いて善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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②取締役及び監査役に支払った報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く 。 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11名
（1）

485百万円
（1）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
（2）

33百万円
（9）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4名
（2）

13百万円
（3）

合 計 15名 533百万円
（注）１．合計欄は実際の支給人数を記載しております。

２．上記には、平成28年６月24日開催の第70回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役11名（うち社外取締役
１名）及び監査役４名（うち社外監査役２名）を含めております。なお、当社は、平成28年６月24日開催の第70
回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行しております。

３．取締役（監査等委員を除く。）の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第61回定時株主総会において賞

与を含めて年額720百万円以内と決議いただいております。また、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等
委員を除く。）の報酬限度額は、平成28年６月24日開催の第70回定時株主総会において年額720百万円以内と決
議いただいております。

５．監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成28年６月24日開催の第70回定時株主総会において年額90百万円以
内と決議いただいております。

６．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第61回定時株主総会において賞与を含めて年額90百万円以内と
決議いただいております。

７．支給額には、以下のものも含まれております。
・平成29年４月13日開催の取締役会において決議（監査等委員である取締役賞与については、監査等委員の協議）し

ました役員賞与
取締役（監査等委員を除く。） 8名 114百万円
取締役（監査等委員） 3名 8百万円（うち社外取締役　２名　－百万円）

８．当社の監査等委員会において、取締役（監査等委員を除く。）の各人毎の報酬等の額について、報酬額の算定方法
等を確認し、検討がなされましたが、特段の意見はございませんでした。
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③社外役員に関する事項
イ．社外役員の重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 兼 職 先 兼 職 の 内 容

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 加 藤 幸 江

ダイドーグループホールディングス株式会社 社 外 監 査 役
株 式 会 社 日 阪 製 作 所 社 外 取 締 役
弁 護 士 法 人 中 央 総 合 法 律 事 務 所 弁 護 士

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

津 田 佳 典
第 一 稀 元 素 化 学 工 業 株 式 会 社 社 外 監 査 役
あ す か コ ン サ ル テ ィ ン グ 株 式 会 社 代 表 取 締 役
津 田 佳 典 公 認 会 計 士 事 務 所 公 認 会 計 士

（注）１．当社は、弁護士法人中央総合法律事務所から、監査等委員である取締役加藤幸江氏以外の弁護士より必要に応じ
て法律上のアドバイスを受けておりますが、当社と同法人との間における取引金額は僅少であります。

２．当社と株式会社日阪製作所との間には、機工商品の仕入取引がありますが、その取引金額は僅少であります。
３．ダイドードリンコ株式会社は持株会社体制へ移行し、平成29年１月23日をもって、商号の登記上の表記をダイ

ドーグループホールディングス株式会社へ変更しております。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会・監査等委員会への出席状況

取締役会
（13回開催）

監査役会・監査等委員会
（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率
取 締 役 加 藤 幸 江 3回 100％ － －
監 査 役 津 田 佳 典 3回 100％ 3回 100％
取 締 役
(監査等委員) 加 藤 幸 江 10回 100％ 10回 100％

取 締 役
(監査等委員) 津 田 佳 典 9回 90％ 9回 90％

（注）１．当社は、平成28年６月24日開催の第70回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行
しております。加藤幸江氏は、同日付で取締役を退任し、津田佳典氏は、同日付で監査役を退任し、監査等委
員である取締役にそれぞれ就任しております。

２．上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議があっ
たものとみなす書面決議が１回ありました。
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・取締役会及び監査役会・監査等委員会における発言状況
　加藤幸江氏は、弁護士として主に法務的な見地から、公正な意見の表明を行い、経
営の意思決定の客観性、経営の健全性・透明性を確保するための助言・提言を行って
おります。
　また、津田佳典氏は、公認会計士として主に会計的な見地から、公正な意見の表明
を行い、経営の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており
ます。

(4）会計監査人の状況
①会計監査人の名称　　　　有限責任監査法人トーマツ

②報酬等の額
支 払 額

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）に係る報酬等の額 49百万円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 49百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額についてはこれらの合計額をそのまま記載してお
ります。

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて監査項目別監
査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見
積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。
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③重要な子会社の監査
　当社の重要な子会社のうち、Yamazen,Inc.（米国 イリノイ州）、Yamazen （Singapore） 
Pte.Ltd.（シンガポール）、Yamazen（Thailand）Co.,Ltd.（タイ バンコク）、Yamazen 
Co.,Ltd.（台湾　台北）、Souzen Trading （Shenzhen） Co.,Ltd.（中国 シンセン）、
Yamazen（Shanghai）Trading Co.,Ltd.（中国 上海）、Yamazen （Shenzhen） Trading 
Co.,Ltd.（中国 シンセン）は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国にお
けるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の計算関係書類の監査（会社法又は
金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）
を受けております。

④会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、
会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑤責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

(5）業務の適正を確保するための体制
　当社は、グローバル化・多様化する経営環境のなかで、内部統制とコンプライアンスを経
営上の重要課題として受け止め、経営の公正性と透明性を高めるため、「内部統制委員会」
を設置し、また、「広く社会から信頼され、期待され、支持される事業体」であるためには、
ＣＳＲ活動の積極的・継続的な取り組みが不可欠であるとし、この方針の徹底・浸透に向け
た活動を具体的かつ効果的に展開するため、「コンプライアンス委員会」を設置しておりま
す。
　なお、その整備状況は以下のとおりであります。
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①当社及び当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

◇経営上のリスクとその網羅性を加味し、取締役の職務分担をより明確にし、職務（責任）
を執行する上で必要な権限を定めております。

◇経営会議及び執行役員会、各種委員会において、重要案件の事前審議を行い、取締役の
迅速かつ適正な意思決定を促進しております。

②当社及び当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
◇会社内に存在する重要なリスクの洗い出しと、その回避又は低減については、職務分掌・

業務フロー・業務上のルール（統制方法）を定めた上で、すべて規程として整備（文書
化）し、重要なプロセスが、この規程に基づいて行われる体制を築いております。

◇ＣＳＲ活動を推進するため、事務局である当社の経営企画部がリスクの管理を総合的に
行うとともに、リスクマネジメントの遂行を統制しております。また、当該活動に関し
ては、内部統制委員会が独立的立場からその有効性を評価するとともに、コンプライア
ンス委員会がリスクの顕在化防止あるいは低減に向けた具体的かつ効果的な活動を行っ
ております。

③当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
◇文書管理規程その他の社内規程に基づき、当社の取締役の職務の執行に係る情報を保

存・管理し、取締役が随時閲覧できる体制をとっております。

④当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
◇当社は、子会社に対し、社内規程に基づいて、当該子会社の営業成績、財務状況その他

重要な情報について、当社への定期的な報告を求めております。

⑤当社の子会社の業務の適正を確保するための体制
◇当社の子会社においても、各子会社の置かれた環境・企業規模を踏まえ、役員派遣に関

する事項・権限(当社と各子会社の権限分配)・業務報告・文書保管・内部監査・危機管
理・教育の各項目に関して、当社と共同で業務の適正を確保するための体制(仕組み)を
構築しております。
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⑥当社及び当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制
◇企業の社会的責任の重要性を厳粛に受け止め、ＣＳＲ活動の推進体制を整備するととも

に、コンプライアンスを経営の重要課題と位置付け、『山善グループ企業行動憲章』を
制定しております。

◇法令順守及び企業倫理の徹底について、教育・研修の充実を図っております。また、『山
善グループ企業行動憲章』を従業員に対する行動規範として位置付け、これを周知徹底
するため、計画的な啓発に努めております。

◇企業内不祥事の発生を抑止するため社内通報窓口（内部通報に関する制度）を設置し、
正当な理由に基づく内部通報者の保護に努めるとともに企業倫理の徹底を図っておりま
す。

◇以上の活動に関し、内部統制委員会が独立的立場からその有効性を評価するとともに、
コンプライアンス委員会がリスクの顕在化防止あるいは低減に向けた具体的かつ効果的
な活動を行っております。

⑦監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
◇監査等委員会の職務を補助するため、一定の知識・経験を有するスタッフ（監査等委員

会スタッフ）を複数名置くものとしております。

⑧前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である者を除く。）からの独立性に関
する事項並びに監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
◇監査等委員会スタッフの人事に関する事項は、監査等委員会の同意を要するものとして

おります。
◇監査等委員会スタッフの職務は、監査等委員会の指揮の下で行われるものとしておりま

す。
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⑨当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするた
めの体制並びにその他の監査等委員会への報告に関する体制
◇当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人、並びに子会社の取締役、監

査役、その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が、
会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令及び定款に違反する事実を把握し
たときは、社内規程に基づき、直ちに当該事実を当社の監査等委員会に報告するものと
しております。

⑩前号の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
◇当社は、社内規程において、経営陣から独立した窓口の設置、情報提供者の秘匿及び当

該通報をしたこと自体による解雇その他の不利益扱いの禁止を明記しております。

⑪監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の
処理に係る方針に関する事項
◇当社は、監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。

以下この項において同じ。）について、当社に対し、費用の前払い等を請求したときは、
担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執
行に必要ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することとし
ております。

⑫その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
◇定期的に代表取締役と監査等委員会との会合をもち、会社の経営方針を確認するととも

に、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査等委員会監査の環境整
備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互の意思疎通を図ることとし
ております。

◇監査等委員会は、内部監査部との適切な連携関係を維持するとともに、会計監査人との
定期的な会合を行うなど、相互の認識を共有、深化すべく努めるものとしております。
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◇監査等委員会が必要と認めた場合、監査等委員が経営会議その他の重要な会議に出席で
きるものとするほか、会議の議事録、各種報告書、決裁書類等を監査等委員が適時かつ
容易に閲覧しうる体制を保持するものとしております。

◇法令に基づく重要な開示書類については、全て開示前に監査等委員会への報告及び閲覧
を要すものとしております。

⑬財務報告の信頼性を確保するための体制
◇財務報告の信頼性及び適正性を確保するため、金融商品取引法の定めに従い、内部統制

報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築を行っております。シス
テムの運用にあたっては、内部統制委員会を設置し、その信頼性・適切性の合理的な担
保のため、内部監査を担う内部監査部と連携し、整備・運用状況の有効性評価を行って
おります。

⑭反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
◇当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を阻害するよう

な反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨むことを基本方針としております。
◇この基本方針を、コンプライアンスの基本概念として定めた当社の行動規範、『山善グ

ループ企業行動憲章』に明記し、ガイドブックを作成の上、当社グループ社員全員に配
布・周知しております。

◇当社は、大阪府企業防衛連合協議会に所属し、指導を受けるとともに情報の共有化を図
っております。
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(6）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況は次のとおりであります。
◇当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を13回

（会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみ
なす書面決議１回を除きます。）、常勤の取締役を構成員とする経営戦略会議を２回、
取締役執行役員を構成員とする執行取締役会を８回開催し、重要な業務執行の意思決定
を行っております。また、常勤の取締役及び執行役員を構成員とする経営会議を12回、
執行役員会を12回開催し、将来予測を含めた業績レビュー及び業務執行に関する検討を
行っております。

◇その他の業務の適正を確保するための体制については、内部統制システムに組み込まれ
ており、それぞれの重要なプロセスが、定められた規程に則って運用されていることを、
内部統制委員会が評価し、その結果を取締役会に報告することにより確認しております。

◇監査等委員会は、業務の適正を確保するため、代表取締役との相互の意思疎通を図る定
期会合を２回開催し、会社の経営方針を踏まえ、会社が対処すべき課題、監査上の重要
課題等について意見交換をしております。会計監査人との相互認識の共有、深化を目的
とする定期会合を四半期毎に開催し、監査等委員監査の実効性向上に努めております。
また、監査等委員は、必要に応じて各種会議・委員会に出席し、業務の適正確保に努め
ております。
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(7）会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

(8）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、安定した財務基盤の確立と収益力の向上を図り、株主の皆様への安定的な配当を
基本とした上で、利益水準を考慮し利益還元を行うことを基本方針としており、新３ヵ年中
期経営計画では連結配当性向30％を目処に配当を実施し、更なる配当水準の向上に努めてま
いります。
　内部留保金につきましては、株主資本の一層の充実を図りつつ、持続的な事業発展に繋が
る有効な投資に充当し、中長期的な成長による企業価値向上を通じて、株主の皆様のご期待
に応えてまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表 （平成29年３月31日現在)

科　目 金 額 （百万円）

（資　産　の　部）
流動資産 190,386

現 金 及 び 預 金 45,866
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 98,730
電 子 記 録 債 権 7,942
有 価 証 券 10,550
商 品 及 び 製 品 22,864
繰 延 税 金 資 産 1,151
そ の 他 3,849
貸 倒 引 当 金 △569

固定資産 29,212
有形固定資産 11,040

建 物 及 び 構 築 物 2,394
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 87
工 具 、 器 具 及 び 備 品 457
土 地 3,284
リ ー ス 資 産 4,813
そ の 他 2

無形固定資産 2,463
投資その他の資産 15,708

投 資 有 価 証 券 14,143
破 産 更 生 債 権 等 105
退 職 給 付 に 係 る 資 産 37
繰 延 税 金 資 産 183
そ の 他 1,426
貸 倒 引 当 金 △188

資産合計 219,598

科　目 金 額 （百万円）

（負　債　の　部）
流動負債 134,755

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 101,556
電 子 記 録 債 務 19,472
リ ー ス 債 務 263
未 払 法 人 税 等 2,430
繰 延 税 金 負 債 8
賞 与 引 当 金 2,593
商 品 自 主 回 収 関 連 費 用 引 当 金 28
そ の 他 8,402

固定負債 9,130
リ ー ス 債 務 5,408
繰 延 税 金 負 債 2,420
退 職 給 付 に 係 る 負 債 349
そ の 他 951

負債合計 143,885

（純 資 産 の 部）
株主資本 70,645

資本金 7,909
資本剰余金 6,088
利益剰余金 56,664
自己株式 △17

その他の包括利益累計額 4,789
その他有価証券評価差額金 5,617
繰延ヘッジ損益 89
為替換算調整勘定 1,090
退職給付に係る調整累計額 △2,007

非支配株主持分 277
純資産合計 75,712
負債・純資産合計 219,598

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書 （平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

科　目 金 額 （百万円）

売 上 高 447,698
売 上 原 価 389,792

売 上 総 利 益 57,906
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 44,793

営 業 利 益 13,113
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,487
受 取 配 当 金 209
そ の 他 173 1,870

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,983
そ の 他 68 2,052
経 常 利 益 12,931

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 72
投 資 有 価 証 券 売 却 益 43 116

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 9
固 定 資 産 売 却 損 0
減 損 損 失 24
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 6
そ の 他 1 41

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 13,005
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,023
法 人 税 等 調 整 額 430 4,453
当 期 純 利 益 8,552
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 33
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,518

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 （平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

株主資本 （百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,909 6,088 51,107 △17 65,087
当期変動額

剰余金の配当 △1,688 △1,688
剰余金の配当（中間配当） △1,266 △1,266
親会社株主に帰属する
当期純利益 8,518 8,518
自己株式の取得 △0 △0
合併による増加 △0 △6 △6
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △0 5,557 △0 5,557
当期末残高 7,909 6,088 56,664 △17 70,645

その他の包括利益累計額 （百万円） 非支配
株主持分
（百万円）

純資産合計
（百万円）その他有価証

券評価差額金
繰 延
ヘッジ損益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

その他の包
括利益累計額
合 計

当期首残高 3,497 △351 1,303 △2,263 2,186 243 67,518
当期変動額

剰余金の配当 △1,688
剰余金の配当（中間配当） △1,266
親会社株主に帰属する
当期純利益 8,518
自己株式の取得 △0
合併による増加 △6
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 2,119 441 △213 255 2,603 33 2,636

当期変動額合計 2,119 441 △213 255 2,603 33 8,194
当期末残高 5,617 89 1,090 △2,007 4,789 277 75,712

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表 （平成29年３月31日現在)

科　目 金 額 （百万円）

（資　産　の　部）
流動資産 161,600

現 金 及 び 預 金 29,980
受 取 手 形 25,445
電 子 記 録 債 権 7,976
売 掛 金 68,134
有 価 証 券 10,550
商 品 及 び 製 品 15,770
繰 延 税 金 資 産 874
未 収 入 金 2,267
そ の 他 1,121
貸 倒 引 当 金 △522

固定資産 34,352
有形固定資産 9,898

建 物 1,853
構 築 物 32
機 械 及 び 装 置 51
車 両 運 搬 具 0
工 具 、 器 具 及 び 備 品 356
土 地 2,787
リ ー ス 資 産 4,813
そ の 他 2

無形固定資産 2,379
ソ フ ト ウ ェ ア 2,142
そ の 他 236

投資その他の資産 22,073
投 資 有 価 証 券 13,847
関 係 会 社 株 式 4,384
破 産 更 生 債 権 等 104
前 払 年 金 費 用 2,610
そ の 他 1,314
貸 倒 引 当 金 △187

資産合計 195,952

科　目 金 額 （百万円）

（負　債　の　部）
流動負債 125,583

支 払 手 形 40,678
電 子 記 録 債 務 19,472
買 掛 金 55,060
リ ー ス 債 務 263
未 払 金 2,073
未 払 費 用 1,209
未 払 法 人 税 等 2,028
預 り 金 580
賞 与 引 当 金 1,987
商品自主回収関連費用引当金 28
そ の 他 2,201

固定負債 8,864
リ ー ス 債 務 5,408
繰 延 税 金 負 債 2,520
そ の 他 935

負債合計 134,448

（純 資 産 の 部）
株主資本 55,800

資本金 7,909
資本剰余金 6,081

資本準備金 1,980
その他資本剰余金 4,101

利益剰余金 41,827
その他利益剰余金 41,827

圧縮積立金 11
別途積立金 27,100
繰越利益剰余金 14,716

自己株式 △17
評価・換算差額等 5,703

その他有価証券評価差額金 5,614
繰延ヘッジ損益 89

純資産合計 61,504
負債・純資産合計 195,952

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

31

貸借対照表



招 

集 

ご 

通 

知

事 

業 

報 

告

計 

算 

書 

類

連 

結 

計 

算 

書 

類

監 

査 

報 

告

株 

主 

総 

会 

参 

考 

書 

類

2017/05/22 13:26:23 / 16269212_株式会社山善_招集通知（Ｃ）

損 益 計 算 書 （平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

科　目 金 額 （百万円）

売 上 高 407,445
売 上 原 価 359,977

売 上 総 利 益 47,468
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 36,912

営 業 利 益 10,555
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4
受 取 配 当 金 957
仕 入 割 引 1,361
そ の 他 89 2,413

営 業 外 費 用
支 払 利 息 367
売 上 割 引 1,591
そ の 他 81 2,041
経 常 利 益 10,928

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 68
投 資 有 価 証 券 売 却 益 43 111

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 8
固 定 資 産 売 却 損 0
減 損 損 失 24 33

税 引 前 当 期 純 利 益 11,007
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,103
法 人 税 等 調 整 額 365 3,469
当 期 純 利 益 7,537

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 （平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

株主資本（百万円）

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 7,909 1,980 4,101 6,081 12 23,300 13,931 37,244 △17 51,217
当期変動額

圧縮積立金の取崩 △1 1 － －
別途積立金の積立 3,800 △3,800 － －
剰余金の配当 △1,688 △1,688 △1,688
剰余金の配当（中間配当） △1,266 △1,266 △1,266
当期純利益 7,537 7,537 7,537
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 － － － － △1 3,800 784 4,583 △0 4,582
当期末残高 7,909 1,980 4,101 6,081 11 27,100 14,716 41,827 △17 55,800

評価・換算差額等（百万円） 純資産合計
（百万円）その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 3,497 △352 3,145 54,363
当期変動額

圧縮積立金の取崩 －
別途積立金の積立 －
剰余金の配当 △1,688
剰余金の配当（中間配当） △1,266
当期純利益 7,537
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 2,117 441 2,558 2,558

当期変動額合計 2,117 441 2,558 7,141
当期末残高 5,614 89 5,703 61,504

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監 査 報 告

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月４日

株式会社　山　善
取締役会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 口 弘 志 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 見 勝 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社山善の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監
査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、
監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会
社山善及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月４日

株式会社　山　善
取締役会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 口 弘 志 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 見 勝 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社山善の平成28年4月1日から平成29年3月31日まで
の第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　　査　　報　　告　　書

　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第71期事業年度における取締役の職務の執行につい
て監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議

に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月８日
株式会社　山　善　監査等委員会

常勤監査等委員 松 村 嘉 員 ㊞
監 査 等 委 員 加 藤 幸 江 ㊞
監 査 等 委 員 津 田 佳 典 ㊞

（注）監査等委員　加藤幸江及び津田佳典は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株 主 総 会 会 場 の ご 案 内
▶ 会 場 大阪市西区立売堀二丁目３番16号 当社本社ビル ７階会議室
▶ 交 通 地下鉄中央線・千日前線阿波座駅下車、２号出入口を出て中央大通を東へ

大阪トヨペットビル角を右折、南へ約150メートル
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※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での
　ご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。当社本社ビル７階会議室

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
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